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(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２  持分法を適用した場合の投資利益については、第35期第１四半期累計期間及び第36期第１四半期累計期間は

関連会社の損益等からみて重要性が乏しいため、記載しておりません。 

３  第36期第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第35期

第１四半期 
累計期間

第36期
第１四半期 
累計期間

第35期

会計期間
自  平成24年２月１日
至  平成24年４月30日

自  平成25年２月１日 
至  平成25年４月30日

自  平成24年２月１日
至  平成25年１月31日

売上高 （千円） 865,915 778,578 3,217,830

経常利益又は 
経常損失（△）

（千円） 54,521 △11,762 60,786

四半期(当期)純利益 （千円） 58,587 34,918 15,625

持分法を適用した場合の 
投資利益

（千円） ― ― 5,435

資本金 （千円） 741,682 741,682 741,682

発行済株式総数 (株) 7,160,160 7,160,160 7,160,160

純資産額 （千円） 2,445,982 2,446,099 2,407,896

総資産額 （千円） 4,443,831 4,263,059 4,203,552

１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) 8.18 4.88 2.18

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益

(円) 7.92 ― 2.18

１株当たり配当額 (円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 55.0 57.4 57.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） 46,259 11,683 164,303

投資活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） △27,193 △23,947 △140,343

財務活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） 132,847 △62,039 49,618

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

（千円） 756,974 604,455 678,780
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当第１四半期累計期間において、当社グループが営む事業の内容について重要な変更はありません。 

なお、当第１四半期会計期間において、関連会社Techno Trichem Laboratory Corporationの清算手続

きが完了いたしましたため、当社グループは、関連会社１社((株)エッチ・ビー・アール)及びその他の関

係会社１社(JSR(株))により構成されております。 

事業系統図は、次のとおりであります。 

 

  

  

２ 【事業の内容】
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当第１四半期累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又

は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。  

  

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。  

  

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、厳しい雇用情勢が続く等、実体経済は未だ力強さに欠

ける状況にございましたが、円安の進行や株式市場の好転等により、個人消費を中心に徐々に持ち直し

の兆しを見せ始めております。 

また、海外経済におきましては、欧州の金融不安が依然継続するとともに、中国におきましても個人

消費の伸び悩みが見られる等、予断を許さない状況にありました。 

当社の主要な販売先であります半導体業界におきましても、PC・デジタル家電向け等の需要低迷の影

響を引き続き受けており、未だ厳しい環境下にあります。また、太陽電池業界におきましても、徐々に

在庫調整は進んできておりますが、本格的な回復には至っておりません。 

このような状況下、当社といたしましては将来に備えた研究開発を行うとともに、徐々に回復しつつ

ある顧客ニーズに応えるよう努力してまいりました。 

一方、利益面に関しましても、全社を挙げて経費削減に取り組むとともに、生産の効率化や全社的な

合理化施策等により収益の向上を図ってまいりました。 

しかしながら、売上高は778,578千円（前年同期比10.1％減）にとどまり、営業損失は22,747千円

（前年同期は41,742千円の利益）、経常損失は11,762千円（同54,521千円の利益）となりました。一方

で、関係会社清算益の特別利益計上により税引前四半期純利益が32,276千円（前年同期比59.7％減）と

なり、四半期純利益は34,918千円（同40.4％減）となりました。 

なお、当社の事業は、半導体等製造用高純度化学化合物事業並びにこれらの付帯業務の単一セグメン

トであるため、セグメント別の記載を省略しております。  

  

 (流動資産) 

当第１四半期会計期間末における流動資産の残高は、前事業年度末比131,747千円増加し、2,359,299

千円となりました。その主な要因は、現金及び預金が減少した一方で、受取手形及び売掛金、原材料及

び貯蔵品、流動資産のその他が増加したことによるものであります。 

 (固定資産) 

当第１四半期会計期間末における固定資産の残高は、同72,240千円減少し、1,903,760千円となりま

した。その主な要因は、減価償却が進んだこと等により有形固定資産の残高が減少したこと、及び関係

会社清算等により投資その他の資産が減少したことによるものであります。 

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

(2) 財政状態の分析
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 (流動負債) 

当第１四半期会計期間末における流動負債の残高は、同21,520千円減少し、1,403,643千円となりま

した。その主な要因は、短期借入金の減少が原材料等の仕入の増加に伴う買掛金の増加、賞与引当金等

の増加を上回ったことによるものであります。 

 (固定負債) 

当第１四半期会計期間末における固定負債の残高は、同42,824千円増加し、413,316千円となりまし

た。その主な要因は、長期借入金の増加によるものであります。 

 (純資産) 

当第１四半期会計期間末における純資産の残高は、同38,203千円増加し、2,446,099千円となりまし

た。その主な要因は、四半期純利益の計上により利益剰余金が増加したことによるものであります。 

  

当第１四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に

比べ74,324千円減少し、604,455千円となりました。 

当第１四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は11,683千円（前年同期比34,575千円の収入の減少）となりました。こ

れは主に、税引前四半期純利益の計上32,276千円、減価償却費62,670千円、賞与引当金の増加額41,344

千円等のプラス要因が、売上債権の増加額72,295千円、たな卸資産の増加額52,553千円等のマイナス要

因を上回ったことによるものであります。 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果支出した資金は23,947千円（同3,245千円の支出の減少）となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出22,947千円によるものであります。 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果支出した資金は62,039千円(前年同期は132,847千円の収入）となりました。これは主

に、短期借入金の減少額100,000千円が長期借入金の収支のプラス39,801千円を上回ったことによるも

のであります。 

  

当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は64,253千円であります。 

  

  

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(5) 研究開発活動
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(注)  平成25年５月１日から当四半期報告書提出日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が19,000

株増加しております。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
(注)  平成25年５月１日から当四半期報告書提出日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が19,000

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ2,000千円増加しております。 

  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 27,240,000

計 27,240,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年４月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成25年６月14日)

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名
内容

普通株式 7,160,160 7,179,160
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード）

単元株式数
100株

計 7,160,160 7,179,160 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成25年４月30日 ― 7,160,160 ― 741,682 ― 642,682

(6) 【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成25年１月31日の株主名簿により記載しておりま

す。 

平成25年１月31日現在 

 
(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式73株が含まれております。 

  

該当事項はありません。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

なお、当四半期会計期間末日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

  

 
  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式      7,159,100 71,591
権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

単元未満株式 普通株式          1,060 ― 同上

発行済株式総数 7,160,160 ― ―

総株主の議決権 ― 71,591 ―

② 【自己株式等】

２ 【役員の状況】

退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 管理本部副本部長 高塚 英明 平成25年５月12日
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当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第２項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成してお

ります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成25年２月１日か

ら平成25年４月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成25年２月１日から平成25年４月30日まで)に係る

四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  

  

第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について

３ 四半期連結財務諸表について
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１ 【四半期財務諸表】
(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成25年１月31日)

当第１四半期会計期間
(平成25年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 678,780 604,455

受取手形及び売掛金 1,030,394 1,102,689

商品及び製品 13,679 25,472

仕掛品 178,608 194,495

原材料及び貯蔵品 223,730 259,537

その他 103,616 173,839

貸倒引当金 △1,257 △1,190

流動資産合計 2,227,551 2,359,299

固定資産

有形固定資産

建物 966,026 967,299

減価償却累計額 △450,604 △461,356

建物（純額） 515,421 505,942

機械及び装置 742,779 857,437

減価償却累計額 △478,479 △496,514

機械及び装置（純額） 264,299 360,923

工具、器具及び備品 974,379 984,559

減価償却累計額 △704,301 △733,935

工具、器具及び備品（純額） 270,078 250,624

土地 608,641 608,641

その他 307,534 191,060

減価償却累計額 △80,121 △83,942

その他（純額） 227,412 107,118

有形固定資産合計 1,885,854 1,833,250

無形固定資産 5,349 5,755

投資その他の資産 84,796 64,753

固定資産合計 1,976,000 1,903,760

資産合計 4,203,552 4,263,059
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(単位：千円)

前事業年度
(平成25年１月31日)

当第１四半期会計期間
(平成25年４月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 56,730 93,505

短期借入金 ※ 900,000 ※ 800,000

1年内返済予定の長期借入金 232,926 230,606

未払法人税等 1,903 15,447

賞与引当金 40,750 82,095

その他 192,852 181,989

流動負債合計 1,425,163 1,403,643

固定負債

長期借入金 350,178 392,299

退職給付引当金 12,405 14,133

その他 7,908 6,883

固定負債合計 370,492 413,316

負債合計 1,795,655 1,816,959

純資産の部

株主資本

資本金 741,682 741,682

資本剰余金 642,682 642,682

利益剰余金 1,024,373 1,059,291

自己株式 △18 △18

株主資本合計 2,408,719 2,443,638

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △823 2,461

評価・換算差額等合計 △823 2,461

純資産合計 2,407,896 2,446,099

負債純資産合計 4,203,552 4,263,059
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(2) 【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期累計期間
(自 平成24年２月１日
至 平成24年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成25年２月１日
至 平成25年４月30日)

売上高 865,915 778,578

売上原価 582,191 563,059

売上総利益 283,724 215,518

販売費及び一般管理費 241,981 238,266

営業利益又は営業損失（△） 41,742 △22,747

営業外収益

受取利息 31 30

受取配当金 3,234 3,234

為替差益 12,280 11,429

その他 1,320 592

営業外収益合計 16,866 15,285

営業外費用

支払利息 3,779 3,506

その他 308 794

営業外費用合計 4,087 4,300

経常利益又は経常損失（△） 54,521 △11,762

特別利益

関係会社清算益 － 44,039

子会社清算益 29,762 －

特別利益合計 29,762 44,039

特別損失

投資有価証券評価損 4,264 －

特別損失合計 4,264 －

税引前四半期純利益 80,019 32,276

法人税、住民税及び事業税 33,750 16,969

法人税等調整額 △12,318 △19,611

法人税等合計 21,431 △2,641

四半期純利益 58,587 34,918
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自 平成24年２月１日
至 平成24年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成25年２月１日
至 平成25年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 80,019 32,276

減価償却費 66,820 62,670

賞与引当金の増減額（△は減少） 41,558 41,344

受取利息及び受取配当金 △3,265 △3,264

支払利息 3,779 3,506

関係会社清算損益（△は益） － △44,039

投資有価証券評価損益（△は益） 4,264 －

子会社清算損益（△は益） △29,762 －

売上債権の増減額（△は増加） 14,093 △72,295

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,848 △52,553

前渡金の増減額（△は増加） － 14,985

仕入債務の増減額（△は減少） △51,303 36,774

未払又は未収消費税等の増減額 3,784 △15,778

未払金の増減額（△は減少） 20,071 2,395

その他の流動資産の増減額（△は増加） △11,219 △602

その他の流動負債の増減額（△は減少） 21,152 4,786

その他の固定負債の増減額（△は減少） △508 1,728

その他 △1,888 2,574

小計 165,446 14,510

利息及び配当金の受取額 3,265 3,264

利息の支払額 △3,220 △3,520

法人税等の支払額 △119,231 △2,569

営業活動によるキャッシュ・フロー 46,259 11,683

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △299 △299

有形固定資産の取得による支出 △67,556 △22,947

無形固定資産の取得による支出 － △700

子会社の清算による収入 40,663 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △27,193 △23,947

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △100,000

長期借入れによる収入 200,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △35,268 △60,199

リース債務の返済による支出 △1,647 △1,801

自己株式の取得による支出 △15 －

配当金の支払額 △30,221 △38

財務活動によるキャッシュ・フロー 132,847 △62,039

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △22

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 151,914 △74,324

現金及び現金同等物の期首残高 605,060 678,780

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 756,974 ※ 604,455
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※ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これら

契約に基づく借入金未実行残高等は次のとおりであります。 
  

 
  

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。 

  

 
  

前第１四半期累計期間(自  平成24年２月１日  至  平成24年４月30日) 

１  配当金支払額 

 
  

２  基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期累計期間(自  平成25年２月１日  至  平成25年４月30日) 

１  配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

２  基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当社が有しているすべての関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社

であるため、記載を省略しております。 

  

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

前事業年度
(平成25年１月31日)

当第１四半期会計期間
(平成25年４月30日)

当座貸越極度額 1,500,000千円 1,500,000千円

借入実行残高 900,000 〃 800,000 〃

差引額 600,000千円 700,000千円

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期累計期間
(自  平成24年２月１日
至  平成24年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成25年２月１日
至  平成25年４月30日)

現金及び預金 756,974千円 604,455千円

預入期間が３か月を超える定期預金 ― 〃 ― 〃

現金及び現金同等物 756,974千円 604,455千円

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年４月26日 
定時株主総会

普通株式 35,800 5 平成24年１月31日 平成24年４月27日 利益剰余金

(持分法損益等)
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当社の事業は、半導体等製造用高純度化学化合物事業並びにこれらの付帯業務の単一セグメントである

ため、記載を省略しております。 

  

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注)  当第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため、記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(１株当たり情報)

項目
前第１四半期累計期間
(自  平成24年２月１日
至  平成24年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成25年２月１日
至  平成25年４月30日)

(1) １株当たり四半期純利益 8円18銭 4円88銭

    (算定上の基礎)

    四半期純利益(千円) 58,587 34,918

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益(千円) 58,587 34,918

    普通株式の期中平均株式数(株) 7,160,143 7,160,087

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 7円92銭 ―

    (算定上の基礎)

    四半期純利益調整額(千円) ― ―

    普通株式増加数(株) 238,762 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業
年度末から重要な変動があったものの概要

―
新株予約権２種類（新株
予約権の目的となる株式
の数547,000株）

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成２５年６月１４日

株式会社  トリケミカル研究所 
取  締  役  会    御  中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
株式会社トリケミカル研究所の平成２５年２月１日から平成２６年１月３１日までの第３６期事業年度の第
１四半期会計期間（平成２５年２月１日から平成２５年４月３０日まで）及び第１四半期累計期間（平成２
５年２月１日から平成２５年４月３０日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半

期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半
期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トリケミカル研究所の平成２５年４月３０
日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状
況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
公認会計士  小  林      宏      ㊞

業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士  前  田  隆  夫      ㊞

業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士  大 屋 誠三郎      ㊞

業 務 執 行 社 員

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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当社代表取締役社長斎藤隆は、当社の第36期第１四半期(自 平成25年２月１日 至 平成25年４月30

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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